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①被害の状況： 
 原子力発電所などが被災し、 
 供給力が低下。 
②対応： 
 計画停電、使用制限、節電、 
 供給力積み増し等の需給対策。 
③明らかになった課題： 
 原子力の安全性確保、連系能 
 力の抜本的強化、需給逼迫に 
  伴う産業への影響回避。 
β事故の調査・検証については、「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」で実施。 

 

 
①被害の状況： 
 国内初のＬＮＧ基地の機能停止を 
 含め、8県16事業者で供給が停止。 
②対応： 
 全国58事業者(延べ約10万人) 
 の復旧応援により約40万戸を 
 迅速に復旧。新潟からの広域 
 パイプラインによる代替供給実施。 
③明らかになった課題： 
 安定供給の為のネットワーク強化の必要性 

 
①被害の状況：  
    製油所・給油所等、供給網 
 の被災 による供給力低下。 
②対応： 
 包括的な供給プランの 
 策定。備蓄放出等。 
③明らかになった 
  課題： 
  出荷設備や物流な 
  ど緊急時の供給機 
  能の強化。 

平成22年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2011）について 概要 

(1) 電力 (2) 都市ガス (3) 石油・ＬＰＧ 

１．平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震は、国内観測史上最大規模の地震。大規模な津波を伴い未曾有の大災害を引き起こした。 

２．東京電力福島第一原子力発電所の事故や火力発電所の停止等により、被災地区のみならず全国規模での電力需給対策等の必要性。 

 

 з 東日本大震災による エネルギーを巡る課題と対応 

 
 

  LNG  

   

   

《新潟からのガス 
 パイプライン供給》 

《東北地方(被災地）及び 
関東圏での製品供給確保》 

(1) 世界のエネルギー情勢 (2)主要国のエネルギー政策   

① 主要国のエネルギー構成 

 （ア）欧州各国別では構成比率はまちまちだが、欧州全体では、日本、米国と類似。 
 （イ）フランスを除き、ほとんどの国・地域において化石燃料依存度は80％程度以上。 
 （ウ）欧州各国は電力・ガス管網で相互につながっており、他国からの融通が可能。  

 

③ 新たな動き（天然ガス） 
（ア）天然ガスについては、米国では、
シェールガスの開発により需給が
緩和し、輸入見通しが下方修正。欧
州はスポット取引が進むも、日本は
従来からの原油リンクが継続。 

 
 

 

② 進む資源開発の高コスト化 
（ア）資源保有国のみならず、需要国も資源確保に積極的に取組み、資源獲得競争
が激化。 
（イ）開発が容易ではない難易度の高い資源開発が必要となり、高コスト化の傾向。 
 

 

② 東日本大震災はエネルギー安定確保の問題等を世界的課題として認識。 
（ア）原子力政策を今回点検し、米国、フランス、中国などは維持、ドイツ、イタリアは見直し。   

   

 и 国際エネルギー市場を巡る近年の潮流 

【 地域別LNG CIF推移 】 

① 増加が見込まれる世界のエネルギー需要 
(ア) 中国を始めとした新興国中心に世界経済が発展し、エネルギー消費が増大。 
(イ) 今後、中国、インド等の新興国中心にエネルギー需要は一層増加する見通し。 
 
 
 

 

１．東日本大震災は我が国のエネルギーを巡る環境に大きな影響を及ぼしたが、世界はその歩みを止めてはいない。 

β国内では、2011年7月鉱業法改正を実施。 IEA, Energy Prices & Taxes,  IEEJ, EDMC  

 IEA Energy Balances ofOECD/ Non-OECD Countries 

 й 今後の我が国におけるエネルギー政策の検討の方向性 

１．東日本大震災、東京電力福島原子力発電所事故により、原子力の安全性について、国民の信頼が大きく損なわれた。また、電力・石油・ガスといっ

たエネルギーの供給に混乱が生じ、我が国のエネルギーシステムが抱える脆弱性が明らかになった。 

２．これまでのエネルギー政策を反省し、聖域なく見直す。エネルギー基本計画もゼロベースで見直す必要。原子力発電については、中長期的に依存度

を可能な限り引き下げていくという方向性を目指すとともに、省エネルギーの徹底的な推進、再生可能エネルギーの開発・普及の強力な推進が重要。 



 
① 被災地からの燃料供給要請への対応 

 (ア)関係団体及び各社が協力し、24時間体制で
医療機関等からの供給要請に対応。 

 (イ)避難所等へのＬＰガス・カセットコンロの提供。 

② 包括的な供給プランの策定 
 (ア)西日本の製油所から東北 

地方への大量転送、太平洋 

側油槽所の早期機能回復 
等。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 (イ)西日本地区の製油所稼働率を能力上限迄引

上げ、増産した製品を船舶等で被災地に転送。ま

た、製油所の製品在庫を取り崩し、関東圏に転送。 
 （ウ）備蓄対応（民間備蓄義務日数の引き下げ、国

家備蓄原油の交換、国家備蓄ＬＰＧの放出）。 

③ エネルギー供給施設の復旧等の支援 
 (ア)被災地での簡易サービスステーション（SS）設

置等支援。 

 (イ)被災地ＳＳ、LPG充塡所の早期復旧等の支援。 

 
 

① 原子力施設の安全確保に向けた措置 

 (ア)事故の収束に向けた取組（原子力災害対策本部等） 

 (イ)全国の原子力施設の安全性・安心を高める取組（緊急 
 安全対策、浜岡原子力発電所の停止要請等） 
② 事故原因の究明 

 (ア)「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委 

 員会」の設置(5月24日閣議決定）。 
 (イ)ＩＡＥＡ報告書(6月7日）等。 

③ 原子力被災者への対応 

 (ア)原子力被災者の生 
 活支援 

 (イ)原子力損害賠償 

 原子力損害賠償 
 支援機構法案の成立 

 （8月3日）、仮払い等 

④ 計画停電の実施 
 (ア)3月に10日間、延べ 

 32回実施。その後 

 「原則不実施」に。 
⑤ 夏期電力需給対策 

  (ア)供給力の積み増し 

 停止火力発電所の復旧、自家発電の活用等 
  (イ)電力使用制限 

  （ウ）節電 

⑥ 西日本5社の今夏の需給対策 
 

 
 

Ｉ 東日本大震災による エネルギーを巡る対応と今後の課題 

計画・建設中
計画なし

 
① 安定供給の為のネットワーク強化の必要性 
  

  

《新潟からの 

ガスパイプライン
供給》 

仙台市ガス局 
ＬＮＧ基地（被災） 

① 供給関連施設の大規模被災による供給力低下 
(ア)津波等により、製油所・油槽所・タンクローリー・給
油所等が被災。安定的な製品供給が困難となった 
  

 ２．都市ガス  ３．石油・ＬＰＧ  １．電力 

 （1）被害の状況 

 （2）講じた対応 

 （3）明らかになった課題 

 （1）被害の状況 

 （2）講じた対応 

 （3）明らかになった課題 

① 強固な安定供給体制の整備 
 (ア)石油基地等の災害対応能力や、物流機能の強
化を行うなど、災害時にも被災地に確実に石油製品
等を供給できる体制の整備。 

《東北地方(被災地） 
及び関東圏での製品 

供給確保》 

《我が国の広域ガスパイプラインの現状》 

     LNG  

      

      

 （1）被害の状況 

① 原子力発電所等が被災し、供給力が低下。 
② 系統変電所などの流通設備への影響等により、広範囲 
  にわたり停電が発生。 

β事故の調査・検証については、「東京電力福島原子力発電所における 
  事故調査・検証委員会」で実施。 

 （2）講じた対応 

 （3）明らかになった課題 

① 原子力の安全性確保 
② 周波数変換所や連系線の容量不足 
③ 電力需給逼迫の産業への影響回避 
 

① 震災の影響による供給停止で、約40万戸に 
  及ぶ復旧作業が発生。 
② 津波により、国内で初めてＬＮＧ（液化天然ガ 
  ス）受入基地が機能停止(仙台市ガス局)。 

 
① 全国のガス事業者からの復旧応援 
 (ア)全国の58ガス事業者より、延べ10 
 万人の応援態勢で復旧作業実施。 
 仙台市ガス局管内は4/16に、被災 
 地全体では5/3に復旧完了 
 (被害甚大地域除く）。 
② 新潟からの広域天然ガス 
 パイプラインによる代替供給 
 (ア)復旧に1年程度を要すると見 
 込まれたＬＮＧ基地に代わり、 
 新潟からの広域天然ガス 
 パイプライン経由での替供 
 給を実施。 
③ 移動式ガス発生設備、 
 カセットコンロ等の提供 
 
 



① 資源保有国のみならず、需要国も資源確保に積極的に取り組み、資源獲得競
争が激化。中国等の国営石油会社は、自国の資源外交路線をもとに国家と一体
となり資源を確保。  
② 石油資源は中東、北アフリカに偏在。民主化運動等、中東・北アフリカ地域のリ
スクの把握とその対応が重要。  
③ 年々増加する世界のエネルギー需要に対応するためには開発が容易ではな
い難易度の高い資源開発が必要。このため、開発は高コスト化の傾向。 

 

 
 

① 原油：先物市場が拡大。原油価格の変動要因には需給要因、地政学的リスク
要因、さらには金融面の要因も加わり、価格がより変動しやすい状況となっている。  
② 石炭：国際取引においては、資源メジャー企業の寡占化が進行。 
 
 

 
 
 
 
 
 
③  天然ガス：北米市場はシェールガス開発により需給が緩和され、輸入見通しが
下方修正。欧州市場では、スポット取引等取引の柔軟性が進む中、長期契約中
心の日本は従来方式（原油リンク価格）が継続。 

и 国際エネルギー市場を巡る近年の潮流 

(1) 増加が見込まれる世界のエネルギー需要 

出典：World Bank "World Development  Indicators”
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【経済成長とエネルギー消費の相関性】 

 
① 技術の進歩により頁岩（けつがん）中に含まれる天然ガス（シェールガス）生産
の商業化が米国、カナダにおいて実現。米国市場に需給の緩和によるＬＮＧ輸入
量の減尐と天然ガス価格の低下という変化をもたらした。  
② 米国での成功を受け、世界各地でシェールガスの開発に向けた動きが活発化。
他方、環境問題が懸念材料と言われ生産の本格化は2020年以降との見方あり。  

(4) 資源開発の新たな動き 

 経済（ＧＤＰ） エネルギー

2008 2015 2008 2030

ＥＵ 30% ＥＵ 25% 米国 19% 中国 22%

米国 23% 米国 21% 中国 17% 米国 14%

日本 8% 中国 11% ＥＵ 14% ＥＵ 11%

中国 7% 日本 6% ロシア 6% インド 8%

中東 3% 中東 3% アフリカ 5% 中東 6%

ロシア 3% インド 3% インド 5% ロシア 5%

ブラジル 3% ブラジル 3% 中東 5% アフリカ 5%

アフリカ 2% アフリカ 3% 日本 4% 日本 3%

インド 2% ロシア 2% ブラジル 2% ブラジル 2%

その他 19% その他 24% その他 23% その他 24%

経済（ＧＤＰ） エネルギー

2008 2015 2008 2030

ＥＵ 30% ＥＵ 25% 米国 19% 中国 22%

米国 23% 米国 21% 中国 17% 米国 14%

日本 8% 中国 11% ＥＵ 14% ＥＵ 11%

中国 7% 日本 6% ロシア 6% インド 8%

中東 3% 中東 3% アフリカ 5% 中東 6%

ロシア 3% インド 3% インド 5% ロシア 5%

ブラジル 3% ブラジル 3% 中東 5% アフリカ 5%

アフリカ 2% アフリカ 3% 日本 4% 日本 3%

インド 2% ロシア 2% ブラジル 2% ブラジル 2%

その他 19% その他 24% その他 23% その他 24%

新興国（BRICs、中東） 新興国（BRICs、中東）

35% 43%35% 43%18% 22%18% 22%
IMF, World Economic OutlookIEA, World Energy Outlook 2010 

【経済・エネルギー消費 新興国シェア】 

１．世界のエネルギー情勢 

(3) 進む資源開発の高コスト化 

【主要国際石油メジャーの2008-2009年新規鉱区取得】 

【米国のＬＮＧ輸入見通し】 

【米国の天然ガス生産推移・見通し（種類別）】 【シェールガス本格生産に向けた各地域の情勢】 

(2) 主要エネルギー価格等の動向 

【豪州の石炭生産に占める石炭メジャー4社の生産量割合】 
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【ＮＹ原油先物市場出来高推移】 

①  世界経済の成長とエネルギー消費の上昇はほぼ相関。中国を始めとした新興
国中心に世界経済が発展し、世界のエネルギー消費は増大。  
② 世界のエネルギー消費における新興国の位置づけが変化。ＩＥＡは、今後、中
国・インド等の新興国中心にエネルギー需要は一層増加すると見通し。  
③ エネルギー市場における新興国の存在感が高まる見通し。 
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Petro China ⅜Shell≤ ≢
Arrow  Energy ╩39 ♪ꜟ≢  

2010 4  

 

Sinopec⅜ConocoPhillips─◌♫♄ה
○▬ꜟ◘fi♪╩47 ♪ꜟ≢  

2010 8  

 

KNOC⅜ Dana Petroleumה ╩37

♪ꜟ≢  

2010 10  

 

Sinopec⅜Repsol─ ╩43

♪ꜟ≢  

2010 11  

 

Shinopec⅜Bridas  Energy≤ ≢
BP─ ╩71 ♪ꜟ≢  

【新興諸国等による石油・天然ガス資源獲得の例】 

IEA, Energy Prices & Taxes,  IEEJ, EDMC  

【 地域別LNG CIF推移 】 

CMEהNYMEXⱱכⱶⱭכ☺╟╡  

 EIA, Annual Energy Outlook 2011  EIA, Annual Energy Outlook 2010 

╟╡ ◄Ⱡꜟ◑כ  



 

① 主要国の一次エネルギー構成（２００８年実績）では、日本と欧州先進国 
 全体、米国は類似。欧州各国は電力・ガス管網で相互につながっており、 

 他国からの融通が可能。 
② フランスを除き、ほとんどの国において化石燃料依存度は８０％以上。 
③ 各国の再生可能エネルギー導入見通しは、太陽光、バイオマスや風力 
 を中心として拡大する傾向。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 主要国のエネルギー構成 

и 国際エネルギー市場を巡る近年の潮流 
２．主要国のエネルギー政策 近年の動向と直面する課題  

  ① 国内に資源が乏しくその大部分を輸入に依存。２０１０年６月発表の国家再生可能エネル 
        ギー計画によると、再生可能エネルギー電力の割合を２０２０年までに約２６％とする計画。 
  ② 【第4次国家ｴﾈﾙｷﾞｰ計画】 (ｱ)省ｴﾈﾙｷﾞｰの促進、(ｲ)環境の保全、(ｳ)国内ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の開 
    発、(ｴ)ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の多様化、 (ｵ)ｴﾈﾙｷﾞｰ価格引下げによる産業の競争力向上 
  ③ 震災後の主な動き：原子力ｴﾈﾙｷﾞｰ再導入に関する法案が、国民投票の結果、廃案。  

 
 

  ① オバマ政権では、特に原子力発電やクリーンコールを含むクリーンエネルギーを重視。 
    ２０３５年までに米国電力の８０％をクリーンエネルギー由来とする等の目標。 
    【ｸﾞﾘｰﾝ・ﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ政策】省エネ、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの推進によりｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障を 
    強化。 
    温室効果ガス排出量を国内法の成立を前提に２０２０年迄に２００５年比17％減とする 
    目標を提示（COP１５） 
  ② 震災後の主な動き：国内の全原発の安全規制を再評価するためのﾀｽｸﾌｫｰｽを設置、 
    二酸化炭素を排出しない原子力発電は重要であることを表明。(ｵﾊﾞﾏ大統領) 

 

  ① 【基本方針】 (ｱ)安定供給の確保、(ｲ)自由競争による適切なｴﾈﾙｷﾞｰ価格の確保(ｳ)環境問題 
    への取組み 
● ②電力消費量に占める再生可能エネルギーの割合を２０２０年３５％に拡大することを含む 
    「エネルギー・コンセプト」を公表。 
  ③ 震災後の主な動き： 脱原発を規定する原子力基本法の改正及び再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの促進 
    を規定する法律等10本の法案を、閣議決定(6月6日) 

    ① 【基本目標】 「ｴﾈﾙｷﾞｰ安定確保と持続可能性」  
    ② 【方針】①低炭素経済への寄与、②緊急時に対応したｴﾈﾙｷﾞｰ確保、③ｴﾈﾙｷﾞｰ確保の 
   為の新たな手段の実施  
    ③ 震災後の主な動き：原発のｽﾄﾚｽﾃｽﾄの実施を表明（3/25欧州理事会）。6/1から実施。 

 
  ① ２０５０年迄に１９９０年比で温暖化ガス排出量を７５％削減するという長期目標を設定。 
   【ｴﾈﾙｷﾞｰ政策指針】(ｱ)ｴﾈﾙｷﾞｰ自給と供給保障 、(ｲ)割安で競争力のあるｴﾈﾙｷﾞｰ価格、 
   (ｳ)地球温暖化対策、(ｴ)全国民に対する平等なｴﾈﾙｷﾞｰ供給 
  ② 震災後の主な動き：電源喪失、冷却機能喪失に着眼した安全性の検討を行い、検討結 
      果を本年末目処に発表することを指示（ﾌｨﾖﾝ首相）、温室効果ｶﾞｽ削減の為には、原子力 
      発電が必要不可欠であると発言(ｻﾙｺｼﾞ大統領）。 

  ① １９４９年の建国以降、エネルギー自給率１００％を目標に掲げエネルギー産業を育成。 
     【第11次5カ年計画（2006- 10)】(ｱ)省ｴﾈﾙｷﾞｰの優先、(ｲ)国産ｴﾈﾙｷﾞｰに立脚、(ｳ)石炭資源を 
       基礎、(ｴ)ｴﾈﾙｷﾞｰ源の多様化、(ｵ) 需給構造の最適化、(ｶ) 国際協力の推進、(ｷ) 安定的・ 
       経済的・ｸﾘｰﾝ・安全なｴﾈﾙｷﾞｰ供給体制の構築 
    ② 震災後の主な動き： 新規建設計画の審査を一時中止、中国内の全ての原子力発電施設に 
       対する安全検査を開始、運転中施設に対する安全強化を指示（温首相）。原発は依然として 
       重要な選択肢の一つ。（洪磊外務副報道局長） 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

１．東日本大震災、東京電力福島原子力発電所事故により、原子力の安全性について、国民の信頼が大きく損なわれた。また、電力・石油・ガスといった
エネルギーの供給に混乱が生じ、我が国のエネルギーシステムが抱える脆弱性が明らかになった。 
２．「エネルギー・環境会議」では、７月２９日に原子力発電所の停止が広範に生じた場合に起こる約１割のピーク時の電力不足のリスク、約２割の電力コ
スト上昇のリスクを最小化するために策定した当面３年間の対策「当面のエネルギー需給安定策」を取りまとめた。３次補正予算等を活用しつつ、秋を
目処にこれらの具体化と重点化を行う予定。 
３．また、経済性とエネルギーセキュリティの確保というかねてからの要請に加え、環境への適合を図り、かつ、安全なエネルギー構造を築くことを目標と
する、革新的エネルギー・環境戦略の策定に向けて中間的な整理を行った。省エネルギー、再生可能エネルギー、資源・燃料、原子力、電力システム、
エネルギー・環境産業という６つの重要課題ごとに論点を整理。年末を目処に基本的方針、来年のしかるべき時期に「革新的エネルギー・環境戦略」を
策定する予定。 
４．これまでのエネルギー政策を反省し、聖域なく見直す。エネルギー基本計画もゼロベースで見直す必要。 原子力発電については、中長期的に依存度
を可能な限り引き下げていくという方向性を目指すとともに、省エネルギーの徹底的な推進、再生可能エネルギーの開発・普及の強力な推進が重要。 

й 今後の我が国におけるエネルギー政策の検討の方向性 

(2) 主要国のエネルギー政策 

【各国の再生可能エネルギー等の一次エネルギー供給に占める割合】

アメリカOECD欧州フランス ドイツ　 イタリア 英国 スペイン 中国 韓国 日本

太陽光 0.1% 0.2% 0.0% 0.4% 0.1% 0.0% 0.6% 0.0% 0.1%

風力 0.4% 0.7% 0.3% 0.9% 0.4% 0.4% 2.9% 0.0% 0.1%

小計 0.4% 0.9% 0.4% 1.4% 0.6% 0.5% 3.5% 0.5% 0.1% 0.2%

地熱 0.4% 0.6% 0.0% 0.2% 2.8% 0.0% 0.0% - 0.0% 0.5%
水力 1.0% 2.6% 2.0% 0.5% 2.6% 0.1% 2.8% 2% 0.1% 1.3%

バイオマス 3.8% 6.2% 5.5% 7.2% 4.2% 2.7% 5.1% 0.5% 1.1%
廃棄物など 0.2% 0.7% 0.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.2% 0.8% 0.2%
その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0% 0.0% 0.0%

合計 5.8% 11.1% 8.4% 10.4% 10.7% 3.5% 11.6% 11.9% 1.5% 3.2%

【出典】Energy Balances of OECD Countires, Energy Balances of Non-OECD Countires
※）中国以外は2010年の速報値。中国は2009年度の値。※）中国の太陽光、風力の項目には地熱も含まれる。
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